
No.

実績

・防災会議委員へ
の照会を基本とし
た年度単位の見直
し

・防災会議委員と
協議して見直しを
行う

・防災会議幹事会
の開催
・自治協議会への
説明
・防災会議の開催

・防災会議委員と
協議して見直しを
行う

・防災会議委員と
協議して見直しを
実施

現状と課題
（これまでの取組）

災害対応において行政の責任は大きいが、一方で行政による対応には限界があり、市民、自主防災組織、企業等の各
主体が必須の担い手と期待される。防災における自助、共助、公助の役割分担を明確にし、多様な主体と連携した地
域防災計画の見直しを行う必要がある。

改
革
実
施
概
要

改革の目的、
考えられる効果

・実際の災害に適応した地域防災計画の見直しをするため、防災に関する諮問的機関としての機能を強化
し、多様な主体で構成された防災会議を活用して、自助、共助、公助の役割分担を明確にした見直しを行
う。
・災害時において、行政機関、民間企業及び地域が確実かつ迅速な応急対応が可能となる。

取組の内容
・防災関係機関、民間企業、自治協議会役員などの多様な主体から構成される防災会議をこれまで以上に活
用して、地域防災計画の見直しを行う。

取組工程
（具体的な内容）

現状
平成25年度

・防災会議委員へ
の照会の他、必要
に応じ、防災会議
委員と協議して見
直しを行う

平成26年度 最終目標／
27年度以降計画 実績 計画

重点改革項目Ⅰ　「安心政令市にいがた」の実現に向けた機能強化

大項目 危機管理・防災機能、マネジメント機能の強化 21

中項目 災害発生時における本市対応能力の強化

担当課 防災課

具体的な改革項目 地域防災計画の見直し

予定通り
進捗

予定通り
進捗

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

・災害対策基本法第2弾改正に伴う
計画の見直し

・地域防災計画の実効性の向上

平成27年度以降

取組工程、指標に対する評価

　計画どおりワーキンググループによる検討を行ったほか、防
災関係機関、民間企業、自治協議会等の意見を取り入れ、減災
に向けた自助、共助、公助の役割分担を明確にした地域防災計
画の見直しが実施できた。

　引き続き、防
災関係機関、民
間企業、自治協
議会等と連携を
図り、地域防災
計画の実行性の
向上に努める。課題、今後の方針、改善事項など

・災害対策基本法改正に伴う計画の見直し
・地域防災計画の実効性の向上

計
画
期
間
の
評
価

（平成26年度上半期終了後に実施、下半期終了後に最終確定） 総合評価

・国土強靭化ワーキング
グループによる検討
・津波対策専門会議によ
る検討

下半期
（10～3月）

・防災会議幹事会の開催
・自治協議会への説明
・防災会議の開催

・防災会議幹事会の開催
・防災会議の開催

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成25年度 平成26年度

取組工程、指標に対する評価
　計画どおり防災会議委
員と協議して見直しを実
施した。

　計画どおり防災会議委
員と協議して見直しを実
施した。

課題、今後の方針、改善事項など

進
捗
管
理

（各年度10月、年度終了後に実施） 平成25年度 平成26年度

取組の状況

上半期
（4～9月）

・女性の視点ワーキング
グループによる検討
・津波対策専門会議によ
る検討

指
標

ワーキンググルー
プによる検討

必要に応じ、継続
して実施する

多様な主体との協議 文書による意見照会
ワーキンググループ
による検討を行う

ワーキンググルー
プによる検討

ワーキンググループ
による検討を行う


